入管特例法に関する請願書

衆議院議長　殿

平成２６年　　月　　日

請 願 者　住　所　大阪府枚方市〇〇〇〇

 (団体名)　特別永住者制度の早期廃止を求める請願署名実行委員会

氏　名　　　川　東　大　了　　　　印

紹介議員　　　　　　　　　　　　　印

［請願趣旨］

平和条約の締結に伴い日本国籍を離脱した外国人（主に台湾・朝鮮）を対象として特別永住資格者制度（日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法）が施行されております。

通常、外国人が日本国で永住資格を得る為には、「原則１０年以上の居住」「素行が善良」「自活能力がある」「日本国の利益になる」等の条件が必要ですが、特別永住資格者はそのような要件もなく、特別永住資格者の子供であれば無条件で特別永住資格を所得出来ます。又、同法第２２条に「退去強制の特例」が設けられており、他の外国人なら退去強制させられるような犯罪を犯しても、退去強制を受けない極めて不公平な優遇が設けられております。

この事は「法の下の平等」を定めた憲法の精神に反する事であり、特定の民族に対しての優遇政策は「民族差別」でもあります。

よって、永住外国人に対する平等の実現、民族差別の撤廃と、犯罪者の退去強制ならびに、その事によって得られる犯罪抑止効果によって、日本人の生命・財産を守る為に入管特例法の廃止を求めます。

［請願項目］
　１　入管特例法の廃止を求める。

　２　もしくは、入管特例法第２２条（退去強制の特例）の削除を求める。

